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刑事施設は、被収容者の収容を確保し、その人権を尊重しつつ、

それぞれの法的地位に応じた適切な処遇を実現することにより、

刑事司法手続の円滑な運営に寄与するとともに、

受刑者の再犯を防止し、国民が安全に安心して暮らせる社会を

実現するという役割を担っています。
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付表　近代の刑事施設の歩み
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刑事施設の職員定員（2022年度）

１ 刑事施設のあらまし

法務省 矯正局
内部部局

矯正管区（8）

刑務所（59）

刑事施設視察委員会（73）

※（　）内の数字は2022年4月現在の組織体の数を示す

少年刑務所（6）

拘置所（8）

地方支分部局

刑事施設

刑務支所（8）

拘置支所（97）

機構図

■ 組織・職員

所　長

総 務 部

処 遇 部

教 育 部

医 務 部

分類審議室

国際対策室

刑事施設視察委員会

・広報や被収容者の入所・出所等に関する事務を行う。
・職員の給与の支給、領置物品の出納保管等に関する事務を行う。
・被収容者の給食や衣類・寝具等の給貸与に関する事務を行う。

・警備業務や処遇業務の実施に関する事務を行う。
・作業の企画や指導、職業訓練などを行う。

改善指導（15ページ）や教科指導（16ページ）、余暇活動に関する事務を行う。

保健、衛生、医療、薬剤などに関する事務を行う。

処遇調査（13ページ）や作業の指定、仮釈放の審査などの事務を行う。

外国人被収容者の処遇に関する翻訳・通訳・調査などの事務を行う。

我が国では、刑務所、少年刑務所及び拘置所を総称し
て、「刑事施設」と呼んでいます。
　刑事施設は、法務省が所管しており、内部部局である
矯正局及び全国 8箇所に設置されている地方支分部局で

ある矯正管区が指導監督に当たっています。
　また、法務大臣に指名された監査官が、毎年 1回以
上、それぞれの刑事施設について、実地監査を行うこと
となっています。

大規模な刑務所の組織

① 組織・職員・予算

刑務官

総 計

事務官・事務員
技能員・庁務員
159人

17,417 人

1,238 人

878人

19,692 人

作業専門官・教育専門官
調査専門官・
福祉専門官等

医師・薬剤師・看護師等
●刑務官
被収容者に対する日常生活の指導や職業訓練指導などに携わると
ともに、刑務所等の保安警備に携わります。
● 作業専門官
　受刑者が行う刑務作業の指導に携わります。
●教育専門官
受刑者に対する改善指導（15ページ）や教科指導（16ページ）に
携わります。
●調査専門官
受刑者の資質や環境の調査、カウンセリングに携わります。

●福祉専門官
高齢・障害等により自立が困難な被収容者への福祉的支援に関す
る業務に携わります。
●医師・薬剤師・看護師等
被収容者の保健衛生や医療に関する業務に携わります。
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罰金・科料
執行猶予

保護観察付全部執行猶予
補導処分
無罪など

警察など

検挙

検察官送致

検察庁

受理

起訴

裁判所

受理

懲役・禁錮・拘留

刑事施設

入所

満期釈放

婦人補導院

入院

退院

保護観察所

受理

期間満了など

犯　罪

交通反則金
微罪処分

罰金・科料

労役場留置
仮釈放など

検察官認知など
不起訴

取消しなど

略式手続

仮退院

（数字は2021年の人員）

約77万人

約4.6 万人

約1.6 万人

■ 予算
被収容者の日常生活に係る衣食住の必要経費の一切は

国が負担しています。2022年度の刑事施設関係予算は、
約 1,977 億円で、被収容者一人一日当たりの生活経費は、
2,179 円です。

　刑事施設には、第三者からなる刑事施設視察委員会が
設置されています。
　委員会は、人格識見が高く、かつ、刑事施設の運営の
改善向上に熱意を有する者のうちから法務大臣が任命す
る 10人以内の委員で組織されています。委員会は、刑
事施設の視察や被収容者との面接などにより、刑事施設
の運営状況を的確に把握し、その運営に関し、刑事施設
の長に対して意見を述べるものとされています。これに

より、行刑運営の透明性の確保、刑事施設の運営の改善
向上、刑事施設と地域社会の連携などが、より一層図ら
れるものと期待されています。
　なお、毎年、委員会が刑事施設の長に対して述べた意
見及びこれを受けて刑事施設の長が講じた措置の内容を
取りまとめ、その概要を法務省ホームページにおいて公
表しています。

　2021 年における刑事施設の新受刑者（裁
判が確定し、その執行を受けるため、刑事施設
に新たに入所した者など）数は約1.6 万人で
す。この人員は同年における検察庁受理人員
の約 2パーセントにすぎず、我が国の刑事施
設に入所する者は、罪を犯した者の中でもご
く一部であるといえます。

②刑事施設視察委員会

③刑事手続の流れ

被収容者一人一日当たりの収容費の使途別内訳 

刑事手続の流れ

１ 刑事施設のあらまし

食糧

その他

￥537

￥28

￥584

￥9￥99

￥321

￥85

￥375

￥38

￥103

被服

光熱水料

旅費

備品・消耗資材費等

燃料費

教育経費

医療費

作業報奨金

総 計
￥2,179
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40,000

60,000

80,000

100,000 既決被収容者 未決等被収容者
（人）

（人）

（人） （%）

（%）

総平均人員

注1：既決被収容者には、受刑者、
労役場留置者及び被監置者の
人員を計上している。

注2：未決等被収容者には、被疑者、
被告人、死刑確定者などの人
員を計上している。

注3：1日平均収容人員とは、収容延
人員を年間日数で除し、単位
以下を四捨五入した人員であ
る。したがって、総数とその
内訳は必ずしも一致しない。

注：高齢受刑者とは60歳以上の受刑
者のことを指す。
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（各年 12月 31日現在）

70,088 67,952 66,240 63,573 61,080 57,974 54,966 52,998 51,012 48,876 46,198 43,761 41,193 39,889

17.6% 18.2% 18.4% 18.5% 19.0%

9,308
10,312 10,040 9,736 9,466

4,116

7.9% 8.0% 8.3% 8.3% 8.4%

4,610 4,421 4,376 4,257

（各年 12月 31日現在）
女子受刑者の全受刑者に占める割合

19.2% 19.6%
8,6428,982 20.2% 20.6%

8,191

21.1%

8,0898,470

3,602
3,861

8.3% 8.2%

3,3593,448
8.2% 8.4%

3,333
8.7%
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高齢受刑者の全受刑者に占める割合
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10

15

20

25

8,445 8,067 7,991 7,804 7,484 6,916 6,802 6,672 6,358

78,533 76,019 74,232 71,378
68,565 64,890 61,768 59,670 57,369

2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016

5,999
54,876

2017

2012 2013 2014 2015 2016

2012 2013 2014 2015 2016

5,749
51,947

2018

5,801
49,562

2019

6,140
47,332

2020

5,791
45,680

2021 （年）

（年）

（年）

2017 2018 2019 2020 2021

2017 2018 2019 2020 2021

④収容状況

　刑事施設の一日平均収容人員は、2007 年をピークに
年々減少しており、2021 年末の刑事施設全体の収容率
（年末収容人員の収容定員に対する比率）は 50.5 パーセ
ントとなっています。
2021 年の新受刑者は、16,152 人であり、再入者の

割合は、約 60パーセントとなっていますが、初入者の

中にも、保護処分歴を持つ者が 14.5 パーセント、刑の
執行猶予歴を持つ者の割合が 61.5 パーセントいます。
また、新受刑者中、暴力団加入者は 4.2 パーセント、覚
せい剤事犯者は 25.2 パーセントとなっています。
　近年の特徴としては、高齢受刑者及び女子受刑者の全受
刑者に占める割合が上昇傾向にあることが挙げられます。

刑事施設における一日平均収容人員及びその内訳

高齢受刑者数の推移

女子受刑者数の推移
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6:45

7:00

８:00

　洗顔やトイレを済ませ、朝の点検を待ちます。

　逃走者がいないかどうか人数を確認することが第一の
目的ですが、職員が受刑者各人の様子や、顔色を見て、
健康状態などを確認することも重要な目的の一つです。

通常は、工場に向かう途中にある更衣室で居室衣から作業衣に着替えます。
この機会に不正な物品の持ち出しや身体の異状の有無を確認するための身体検
査が行われます。

準備体操をしたり、作業場の注意事項を確認したり
して、作業に向けての体調と心構えを整えてから、作業
を開始します。

　就寝することもできますし、クラブ活動や集会活動に参加
したり、通信教育等の自習時間に充てたり、テレビやラジオ
を視聴したり、読書をしたりして過ごすこともできます。
　家族から来た手紙を読んだり、家族に宛てて手紙を書いた
りしながら、出所後の生活に思いをはせたり、自らを見つめ
直したりする時間でもあります。

　入浴の実施日には、入浴の時間帯に応じて作業時間が
短縮されます。

　この時間帯には、家族などとの面会やグループ
ワーク等の改善指導も実施されます。

10:00～10:30
12:00～12:40
14:30～14:40

16:40 　作業終了後、身体検査が行われます。

17:00

18:00 ～ 21:00

21:00

※懲役受刑者が大半のため、懲役受刑者のイメージとしている。

起　　床

点　　検

朝　　食

工場へ移動

入　　浴

居室へ移動

夕　　食

作業開始

運　　動
昼 食  等
休　　憩　

作業終了

点　　検

余暇時間

就　　寝

　受刑者の平日における生活は、一般的な刑事施設にお
いては、おおむね次のようになっています。
　なお、受刑者以外の被収容者の一日は、ほぼ受刑者と

同じですが、作業が義務付けられていないことから、裁
判のない日の日中は、居室内において裁判の準備や読書
などをして過ごします。

受刑者の一日

２ 刑事施設における被収容者の処遇
① 被収容者の一日 

したり、通信教育等の自習時間に充てたり、テレビやラジオ
を視聴したり、読書をしたりして過ごすこともできます。
　家族から来た手紙を読んだり、家族に宛てて手紙を書いた
りしながら、出所後の生活に思いをはせたり、自らを見つめ



　刑事施設の職員である医師が診療
を行います。
　必要な場合は、外部の医療機関で
診療を行います。

　入所時健康診断や定期健康診断、
各種がん検診なども実施しています。

理髪室

居室棟

工場
・
教室

入浴場

診察室

運動場

農 場

職業
訓練

脱衣所

　衛生保持や作業上の危険防
止などの観点から、受刑者の
髪型は制限されています。

1週間に2回以上、入浴できます。1回
当たりの入浴時間は15分～20分。
※夏季は入浴回数を増やすなど衛生面
への配慮がされています。

トイレ

共同室

改善指導・教科指導

作 業

　心身の健康を保つために、1日30
分以上、戸外での運動の機会が設け
られています。
被収容者の体力に応じ、ストレッチ

体操なども実施しています。

衣類・寝具

　衣類・寝具は、季節・
気候に適したものが貸し
出されます。
　自分で用意したものを
使うことができる場合も
あります。
　下着・靴下は自分で用
意したものを使うことが
できます。

CTスキャナー

食 堂

　朝昼晩の給食があり、昼
食は食堂で提供されます。

洋 室

食事は性別・年
齢・作業の就業状況
などを考慮して、
必要な熱量が確保
されています。
　必要に応じ、健
康状態や食習慣、
宗教上の事情に配
慮した食事も給与
されます。

一般食

特別食（刻み食）

和 室

　窓や換気口が整備され、採光や換気に配慮さ
れています。
　地域性などを考慮した上で、暖房設備も設置。

　足が不自由な
者や外国人のた
めに、ベッドや
椅子などを設置
した居室もあり
ます。

トイレトイレ

ついたてついたて ベッドベッド
テーブルテーブル

椅子椅子

洗面台洗面台

私物
保管箱
私物
保管箱テレビテレビ

トイレトイレ

壁に設置
された棚
壁に設置
された棚 テレビテレビ

流し台流し台

②刑事施設の生活環境
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　刑事施設の職員である医師が診療
を行います。
　必要な場合は、外部の医療機関で
診療を行います。

　入所時健康診断や定期健康診断、
各種がん検診なども実施しています。

理髪室

居室棟

工場
・
教室

入浴場

診察室

運動場

農 場

職業
訓練

脱衣所

　衛生保持や作業上の危険防
止などの観点から、受刑者の
髪型は制限されています。

1週間に2回以上、入浴できます。1回
当たりの入浴時間は15分～20分。
※夏季は入浴回数を増やすなど衛生面
への配慮がされています。

トイレ

共同室

改善指導・教科指導

作 業

　心身の健康を保つために、1日30
分以上、戸外での運動の機会が設け
られています。
被収容者の体力に応じ、ストレッチ

体操なども実施しています。

衣類・寝具

　衣類・寝具は、季節・
気候に適したものが貸し
出されます。
　自分で用意したものを
使うことができる場合も
あります。
　下着・靴下は自分で用
意したものを使うことが
できます。

CTスキャナー

食 堂

　朝昼晩の給食があり、昼
食は食堂で提供されます。

洋 室

食事は性別・年
齢・作業の就業状況
などを考慮して、
必要な熱量が確保
されています。
　必要に応じ、健
康状態や食習慣、
宗教上の事情に配
慮した食事も給与
されます。

一般食

特別食（刻み食）

和 室

　窓や換気口が整備され、採光や換気に配慮さ
れています。
　地域性などを考慮した上で、暖房設備も設置。

　足が不自由な
者や外国人のた
めに、ベッドや
椅子などを設置
した居室もあり
ます。

トイレトイレ

ついたてついたて ベッドベッド
テーブルテーブル

椅子椅子

洗面台洗面台

私物
保管箱
私物
保管箱テレビテレビ

トイレトイレ

壁に設置
された棚
壁に設置
された棚 テレビテレビ

流し台流し台

9

２ 刑事施設における被収容者の処遇
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　被収容者にとって書籍等を閲覧することは、原則とし
て保障されるべきものであるとともに、教養を身に付け
る上での補助手段、余暇時間帯等の利用方法として有効
なものです。したがって、自弁の書籍等の閲覧が禁止さ
れるのは、刑事施設の規律及び秩序を害する結果を生じ
るおそれがあるときや、受刑者の矯正処遇の適切な実施
に支障がある場合、未決拘禁者の罪証隠滅の結果を生ず
るおそれがある場合など法律に規定された要件がある場
合に限られます。
　このほか、外国人被収容者用に、施設において特別に
購入したり、近隣の図書館や大使館等から寄贈を受けた
りするなどして外国語の書籍等の整備を図っており、外
国人被収容者が精神的に孤立することのないように配慮

しています。
　また、大半の施設では受刑者が参加して編集、印刷し
た所内紙（誌）を発行しており、文芸活動も活発に行われ
ています。

　被収容者が一人で行う礼拝などの宗教上の行為は、大
声を出したり、室内を汚損したりするなど刑事施設の規
律及び秩序の維持などに支障が生じるおそれがない限
り、禁止や制限はされません。
　また、国の機関である刑事施設が宗教活動等を実施す
ることは憲法上許されていないので、被収容者に「信教

の自由」を実質的に保障するために、民間人である教
きょう

誨
か い

師を施設に招へいし、信仰を有する者、宗教を求める者
などに対して宗教活動の便宜を図っています。
　また、宗教教誨のほかにも、1953 年に発足した篤志
面接委員制度によって、民間の篤志家による専門的知識
や経験に基づいた助言・指導も活発に行われています。

宗教教誨 篤志面接委員による個人面接 篤志面接委員によるクラブ指導

③ 宗教上の行為等

④ 書籍等の閲覧

ています。

　施設備付けの図書・新聞紙、購入・差入れによる
書籍等を閲覧できるほか、通信教育等の教材を使用
して自主学習に取り組むなどしています。
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刑事施設には、性格も生活歴も全く異なった多数の被
収容者が収容され、集団で生活しています。このような
場所では、特に、全ての被収容者が安心して生活できる
環境が不可欠となります。そのためには、刑事施設の規
律及び秩序は適正に維持されなければなりません。施設
内の規律及び秩序が乱れると強い者が弱い者をいじめた
り、反則行為が横行したり、逃走、殺傷、暴動などの一般
社会を不安にさせたりするような事故が発生し、その
結果、刑事施設としての目的を達成することができなく
なります。
　もちろん、規律及び秩序を維持するために行われる措
置は、不必要に厳格なものであってはなりませんので、

被収容者の収容の確保、処遇のための適切な環境の維持
及び安全かつ平穏な共同生活の維持のために必要な限度
を超えてはならないこととされています。また、保護室
（防音設備を備え、自傷の危険が少なくなるような特殊
な設備を備えた居室）への収容や手錠の使用などについ
ては、その要件等が法律に明確に定められています。刑
務官は、法律に明確に定められた要件等の範囲内で小型
武器（拳銃）を使用することができますが、通常は携帯
しておらず、約 60 年間使用されたことはありません。
これは、職員と被収容者の関係が相互信頼の上に成り
立っていて、武器によって威

い

嚇
かく

しながら規律及び秩序を
維持する必要がないためです。

⑥ 規律秩序の維持

２ 刑事施設における被収容者の処遇

刑事施設における保安事故発生状況

自殺事故区分
年 傷害（対被収容者） 傷害（対職員） 火災 逃走

2017

2018

2019

2020

2021

14

3

7

12

13

7

8

5

3

2

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

1

0

0

0

●受刑者
受刑者にとって、家族や雇用主などとの良好な関係は、

その改善更生及び円滑な社会復帰に良い影響を与えま
す。一方で、受刑者には、暴力団員との交友関係など犯
罪に至った背景となる社会的関係があり、矯正処遇の適
切な実施のためにはその関係を遮断することが必要とな
ります。そのため、受刑者が面会や信書の発受をするこ
とができる相手方や内容については、一定の制限があり
ます。
　なお、面会と信書の発受のほか、一定の要件を満たし
た受刑者について、改善更生や円滑な社会復帰に役立つ
と認められる場合は、電話による通信をすることができ
ます。

●未決拘禁者
未決拘禁者については、受刑者のように矯正処遇を目

的とした面会や信書の発受の制限を受けることはありま
せんが、罪証隠滅を防止するために共犯者などとの連絡
を防止する必要があることから、それを目的とした制限
を受けることがあります。

⑤ 外部交通（面会、信書の発受、電話等による通信）

電話による通信
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　刑事施設においては、被収容者の行動の自由などが
制限されることは、その性質上やむを得ないのですが、
必要な限度を超えて自由などを制限することは許さ
れません。このため、被収容者からの苦情や不服を適切
に処理するために、次のような不服申立制度が整備され
ています。

■ 審査の申請・再審査の申請
被収容者の信書の発受を制限したり、懲罰を科したり

するなどの刑事施設の長の措置に不服がある者は、矯正
管区長にその取消しや変更を求めることができます。矯
正管区長の裁決に不服がある場合は、さらに法務大臣に
対して再審査の申請をすることができます。

■ 事実の申告
刑事施設の職員から違法な有形力の行使を受けるなど

した被収容者は、矯正管区長に申告することができます。
矯正管区長は申告された事実の有無等を確認して、その
結果を通知します。矯正管区長の確認結果に不服がある

場合は、さらに法務大臣に対して申告をすることができ
ます。

■ 苦情の申出
被収容者は、法務大臣、監査官又は刑事施設の長に対

して、刑事施設における処遇全般について苦情を申し出
ることができます。

　被収容者がこれらの不服申立てをする場合、刑事施設
の職員がその内容を知ることはなく、不服申立てをした
ために不利益に取り扱うことは許されません。
　なお、法務大臣に対する再審査の申請と事実の申告に
ついては、法務大臣が被収容者の申立てに理由がないと
して退けようとする場合には、有識者から構成される検
討会の意見を聴く仕組みが設けられており、処理の公平
性・公正性が確保されています。
　また、これらの不服申立てのほかに、裁判所に対する
民事・行政訴訟の提起や捜査機関に対する告訴告発など
が保障されていることは一般社会人と同様です。

　刑事施設の長が定める遵守事項に違反したり、刑事施
設の規律秩序を維持するために行った職員の指示に従わ
なかったりするなどの反則行為をした者には、懲罰を科
すことがあります。
　懲罰の内容には、自弁の物品の使用や書籍等の閲覧の
停止、居室内での謹慎などがあります。
　反則行為がどのようなものであるかは、入所時に職員

から説明を受けるほか、遵守事項が書かれた冊子が各部
屋に常時備え付けられ、いつでもその内容を確認するこ
とができる状態になっています。
　なお、懲罰について不服がある場合には、次に記述す
る各種の不服申立てをすることもできます。

⑦ 懲罰

反則行為の発覚から懲罰までの流れ

反則行為をした
疑いが発覚

調査
職員により事実関係などの調査を
行います。
反則行為をした被収容者は、自己
の意見を述べることができます。

懲罰審査会
反則行為をした被収容者の弁解を聴取する職
員をもって組織する会議で、被収容者は自己
の行為について弁解することができます。
当該被収容者を補佐すべき職員も出席します。

懲罰の要否及び
内容の決定

⑧ 不服申立て
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　受刑者の処遇は、刑事収容施設及び被収容者等の処遇
に関する法律において、その者の資質及び環境に応じ、
その自覚に訴え、改善更生の意欲の喚起及び社会生活に
適応する能力の育成を図ることを旨として行うものと規
定されています。
　この受刑者処遇の原則を達成するため、まず、受刑者

に対する処遇調査を実施し、受刑者を集団に編成し、受
刑者ごとに処遇要領を策定した上で、受刑者には、作業、
改善指導及び教科指導の 3つの柱で構成される矯正処遇
が行われます。そのほか、制限の緩和、優遇措置、外部
通勤作業、外出及び外泊などの制度が矯正処遇を効果的
に実施するために設けられています。

　新たに刑が確定した受刑者に対しては、拘置所等の刑
が確定したときに収容されていた施設（確定施設）にお
いて、心身の状況、生育歴、犯罪性の特徴、家庭・生活
環境、将来の生活設計などの受刑者の処遇に必要な基礎
資料を得るための処遇調査（刑執行開始時調査）が行わ
れます。
　この処遇調査は、医学、心理学、教育学、社会学など
の専門的知識及び技術を用いて、面接や診察等の方法に

よるほか、受刑者用に開発したリスクアセスメントツー
ルを活用して行われます。
また、矯正管区の管轄区域ごとに、高度の専門的知識

及び技術を活用して処遇調査を行う調査センターが指定
されています。調査センターでは、新たに刑が確定した
受刑者のうち、要件を満たすものを約2か月間収容し、
精密な調査を行っています。

3受刑者に対する矯正処遇の実施

① 処遇調査

矯正処遇の流れ

処遇調査の流れ
＜調査センター対象者（※）＞ ＜調査センター対象者以外＞

※ 調査センター対象者（刑期等により対象外となる場合あり）
① 26 歳未満の初入の者
② 故意の犯罪行為により被害者を死亡させた罪によって刑に処せられた初入の者（26 歳以上 30 歳未満）
③ 性犯罪者調査が必要と認められる者

移送

移送

移送

刑の確定 刑の確定・処遇調査（おおむね 10日間）

精密な処遇調査（おおむね 40～55日間）

矯正処遇の実施（再調査）

処遇調査（おおむね 5日間）処遇要領の策定 処遇調査（おおむね 20日間）処遇要領の策定

拘置所

調査センター

刑務所

処遇調査（刑執行開始時調査）
処遇指標の指定／処遇要領の策定

処遇調査（再調査）
処遇指標の変更／処遇要領の変更

矯正処遇の実施

社会復帰支援（就労支援・福祉的支援等）

作　業

改善指導 教科指導処遇施設入所 刑執行開始時
の指導 釈放前の指導 出所

（仮釈放等・満期釈放）
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処遇調査の結果に基づき、それぞれの受刑者に、実施
すべき矯正処遇の種類及び内容並びに受刑者の属性及び
犯罪傾向の進度を示す指標（処遇指標）が指定されます。
それぞれの刑事施設には、その施設において実施できる

矯正処遇の種類や収容できる受刑者の属性及び犯罪性の
進度等の区分（処遇区分）が定められていることから、当
該区分に基づいて受刑者を集団に編成し、矯正処遇を実
施しています。

② 集団編成

③ 処遇要領

処遇を実施する刑務所等（処遇施設）では、確定施設で
の処遇調査の結果を踏まえ、より詳細な処遇調査（刑執
行開始時調査）を行った上で、処遇要領を策定します。
　処遇要領は、矯正処遇における目標や基本的な内容、
方法を定めたもので、刑事施設の長は、原則として、お

おむね 6か月に 1回（必要がある場合には随時に）、処
遇要領に定める矯正処遇の目標の達成状況について評価
を行います。また、定期的又は臨時に実施する処遇調査
（再調査）の結果に基づき、必要がある場合には、処遇
要領の変更を行います。

　刑務作業は、受刑者に規則正しい勤労生活を行わせる
ことにより、その心身の健康を維持し、勤労意欲を養成
し、規律ある生活態度及び共同生活における自己の役割・
責任を自覚させるとともに、職業的知識及び技能を付与
することにより、その社会復帰を促進することを目的と
しています。その刑務作業の一つとして、受刑者に職業
に関する免許や資格を取得させ、又は職業上有用な知識

及び技能を習得させるために職業訓練を実施していま
す。刑務作業に就業した受刑者には、作業の督励と釈放
後の更生資金として役立たせることを目的として、作業
報奨金が支給されます。

④ 作業

刑務作業の種類

生産作業 
物品を製作する作業及び
労務を提供する作業
・木工、印刷、洋裁、
金属、革工、農業
などを実施

職業に必要な知識及び技能を習得させ、又は向上させることを
目的として実施する計画的・組織的な訓練

・出所後の就労に資する知識及び技能を習得
・自動車整備士、介護職員実務者研修修了証、車両系建設機械運転資格など、
出所後、就労に結び付く資格等も取得可能

木工工場

介護福祉科 情報処理技術科印刷工場

職業訓練 
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　改善指導は、受刑者に犯罪の責任を自覚させ、社会生
活に適応するのに必要な知識や生活態度を習得させるた
めに必要な指導を行うもので、全ての受刑者を対象とし
た一般改善指導と特定の事情を有することによって改善
更生、円滑な社会復帰に支障が認められる受刑者を対象
とした特別改善指導があります。

■ 一般改善指導
講話、面接などの方法により、①被害者及びその家族

等が置かれている状況や心情を理解させ、自分の犯した
罪に対する反省を深めさせること、②規則正しい生活習
慣、健全なものの見方や考え方を身に付けさせること、
③釈放後の生活設計に必要な情報について理解させ、規
則を遵守する精神、行動様式等を身に付けさせること等
を中心に指導するものです。

■ 特別改善指導
薬物依存離脱指導、暴力団離脱指導、性犯罪再犯防止

指導、被害者の視点を取り入れた教育、交通安全指導、
就労支援指導があります。

①薬物依存離脱指導
薬物依存からの回復に取り組む民間自助団体等の協力を

得るなどして、再使用に至らないための知識及びスキルを
習得させるとともに、社会内においても継続的に治療を受
けることの必要性を認識させる指導を行っています。

②暴力団離脱指導
暴力団の反社会性を認識させ、離脱の意思を固めさせ

ることを目標とした指導を実施しています。

③性犯罪再犯防止指導
海外の先行例を参考に策定した処遇プログラムに基づ

き、個々の受刑者について、性犯罪に結び付いた要因を
幅広く検討し、特定させた上で、その要因が再発するこ
とを防ぐための具体的な手段を考えさせ、身に付けさせ
る指導を実施しています。

④被害者の視点を取り入れた教育
犯罪被害者の方等を講師に招き、その生の声を受刑者

に聴かせることなどを通して、自分の犯罪と向き合わせ、
被害者及びその遺族に誠意を持って対応していくととも
に、再び罪を犯さない決意を固めさせることなどを目標
に指導しています。

⑤交通安全指導
飲酒運転などにより、被害者の生命や身体に重大な影

響を与える交通事故を起こした者や重大な交通違反を反
復した者を対象に、交通違反や事故の原因等について考
えさせることを通じて、遵法精神や人命尊重の精神等を
身に付けさせるための指導を実施しています。

⑥就労支援指導
社会復帰後の職場で円滑な人間関係を保ち、仕事が長

続きすることを目的として、職場に適応するための態度
等を身に付けさせる指導を行っています。

⑤ 改善指導

特別改善指導

3 受刑者に対する矯正処遇の実施 

自営作業 
刑事施設内における炊事，洗濯等の経理作業，建物等の修繕
などの営繕作業
・炊事，洗濯，理髪，
　営繕などを実施

社会貢献作業
社会に貢献していることを受
刑者が実感することで改善更
生及び円滑な社会復帰に資す
る作業

・通学路等の除雪作業や植生保全の
ための除草作業などを実施

除草作業洗濯工場

自営作業 
刑事施設内における炊事、洗濯等の経理作業、建物等の修繕
などの営繕作業
・炊事、洗濯、理髪、
　営繕などを実施

社会貢献作業
社会に貢献していることを受
刑者が実感することで改善更
生及び円滑な社会復帰に資す
る作業

・通学路等の除雪作業や植生保全の
　ための除草作業などを実施

除草作業洗濯工場
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　受刑者の中には、義務教育を修了していない者あるい
は修了していても学力が不十分である者も少なくありま
せん。そこで、社会生活の基礎となる学力を欠くことに
より改善更生や円滑な社会復帰に支障があると認められ
る受刑者に対しては、小学校又は中学校の教科の内容に
準ずる指導を行っています。また、学力の向上を図るこ
とが円滑な社会復帰に特に資すると認められる受刑者に
対しては、その学力に応じて、高等学校等で行う教育の
内容に準ずる指導を行うことができます。

　また、受刑者のうち希望する者は、施設内で、中学校
卒業程度認定試験や高等学校卒業程度認定試験を受験す
ることも可能となっています。
　さらに、松本少年刑務所（長野県松本市）には、地元中
学校の分校が設置され、全国から適格者を集めて教育を
行い、修了者には、本校の修了証書が交付されています。
このほか、受刑者を地元県立高校の通信制課程に入学さ
せ、高等学校卒業資格を取得させている少年刑務所もあ
ります。

⑥ 教科指導

　制限の緩和とは、受刑者に自発性や自律性を身に付け
させるため、改善更生の意欲や社会生活に適応する能力
の程度に応じて、制限区分を指定し、制限区分に応じて
刑事施設の規律及び秩序を維持するための生活及び行動
に対する制限を順次緩和していく制度です。

⑦ 制限の緩和・優遇措置

　我が国では、受刑者の改善更生や円滑な社会復帰を促
進するために、外部通勤作業・外出及び外泊の制度を設
けています。
　これらの制度は、開放的施設（外塀や格子など収容を
確保するため通常必要とされる設備又は措置の一部が設
けられていない施設）で処遇を受けている受刑者や仮釈
放を許す決定がされている受刑者などに対して、その円
滑な社会復帰のために必要があると認める場合には、刑
事施設の職員の同行なしに、刑事施設外の事業所に通勤
させてその事業所の業務に従事させたり職業訓練を受け
させたりするほか、釈放後の住居又は就業先の確保など
の重要な用務や更生保護関係者訪問のため、刑事施設の
外に外出や外泊することを許可したりする制度です。

⑧ 外部通勤作業・外出及び外泊

　優遇措置とは、受刑者の改善更生の意欲を喚起するこ
とを目的として、比較的短期間の受刑態度を評価して、
優遇区分を指定し、優遇区分に応じて優遇措置を講じる
制度です。

刑事施設外の事業所で
作業する受刑者（最右）

制限区分の指定

第 1種
第 2種
第 3種
第 4種

設備や処遇方法
が緩和

（例）
第１種の制限区分に指定→制限の緩やかな
開放的施設等で処遇を受けることができる。

刑事施設外の事業所へ
出勤する受刑者

優遇区分の指定

第 1類
第 2類
第 3類
第 4類
第 5類

外部交通の回数
増加、自弁使用
できる物品の範
囲拡大など
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　初犯者及び初入者の減少に伴い、2021年には、一般刑法犯
の検挙人員中の約半数が再犯者であり、また、刑務所に入所
する再入者の割合は6割近くを占めています。
　そのため、今日の我が国においては、犯罪を減らして安全・
安心に暮らす社会を構築するため、再犯をいかに防止するか
が大きな課題となっています。
　こうした中、2016年12月に施行された「再犯の防止等の
推進に関する法律」及び翌年12月に閣議決定された第一次の
再犯防止推進計画（以下「第一次推進計画」という。）に基づき、
刑事施設のみならず、関係機関や地方公共団体、民間団体等

との連携を一層図りながら、第一次推進計画の重点課題（①
就労・住居の確保、②保健医療・福祉サービスの利用の促進、
③学校等と連携した修学支援、④犯罪をした者等の特性に応
じた効果的な指導、⑤民間協力者の活動促進、広報・啓発活
動の推進、⑥地方公共団体との連携強化、⑦関係機関の人的・
物的体制の整備）に沿った取組を推進してきました。
　また、第一次推進計画の計画期間は2022年度末で終了す
ることから、2023年度からは第二次再犯防止推進計画（仮称）
の基本方針及び重点課題に基づき、国・地方公共団体・民間
団体等が様々な施策を実施していく予定です。

　刑事施設においては、出所後の就労先確保のため、社
会の雇用ニーズ等を踏まえた効果的な職業訓練を実施し
ているほか、2006 年から、法務省保護局及び厚生労働
省と連携し、刑務所出所者等総合的就労支援対策を実施
しており、キャリアコンサルタント等専門的な資格を有
する職員による職業相談や、公共職業安定所職員による
求人情報の提供等を行っています。
　また、国内 8箇所に設置された矯正就労支援情報セン
ターにおいて、全国の受刑者の帰住地や取得資格などの
情報を一括で管理し、受刑者の雇用を希望する企業との
マッチングを図っており、広域的な就労支援に取り組ん
でいます。

　さらに、高齢や障害のために自立が困難な受刑者等の
円滑な社会復帰のため、刑事施設に社会福祉士等を配置
し、保護観察所、地域生活定着支援センター、福祉関係
機関等と連携しながら、出所後速やかに適切な住居の確
保、介護、医療、年金等の福祉サービスを受けることが
できるよう、調整を行っています。
　今後も、受刑者が社会復帰後も地域社会において安定
した生活を送ることができるよう、国・地方公共団体・
民間が連携し、刑事施設に収容されている間から、一人
一人の特性に応じた切れ目のない息の長い支援を実施し
ていく必要があります。

4 再犯防止対策
① 再犯の現状と再犯防止対策

② 受刑者の社会復帰支援の充実

入所受刑者人員中の再入者人員・再入者率の推移（2007～ 2021年）

10,902
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14,863
13,347 12,775 11,874

10,865 10,275 9,348 8,892 8,735 7,370
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8,288
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7,860
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58.3% 58.0% 57.0%

6,980

2021

6,949

2019

7,277

刑事施設外の事業所へ
出勤する受刑者
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5 PFI刑務所等
　PFI（Private Finance Initiative）とは、公共施設等
の建設、維持管理、運営等を民間の資金、経営能力及
び技術的能力を活用して行う手法のことです。
　我が国では、現在、このような PFI 手法を用いて、
美祢社会復帰促進センター（山口県美祢市）及び島根あ
さひ社会復帰促進センター（島根県浜田市）の２つの
刑事施設の整備・運営事業を行っています。
　これらに加え、2017 年度からは、東京都昭島市に
八王子医療刑務所（現：東日本成人矯正医療センター）、
矯正研修所等を移転集約し、新たに設置した国際法務
総合センターの維持管理及び運営業務の一部について、
PFI 手法を活用した民間委託を行っています。
　また、「簡素で効率的な政府」の実現のため、国が行
う業務について、競争を導入することにより、業務実
施主体の創意工夫を促すという認識の下に成立した「競
争の導入による公共サービスの改革に関する法律」に
基づき、刑事施設の各種業務の民間委託を行っており、
現在、刑事施設の運営業務及び被収容者に対する給食
業務の民間委託を行っている刑事施設があります。

　このように、官民が協働して施設の運営を行うこと
で、透明性の向上を図りつつ、外部に開かれた矯正施
設を目指しています。

　国際受刑者移送とは、外国において刑の言渡しを受け
その国の刑務所等で服役する受刑者をその母国等に移送
し、そこで刑の執行を行うことにより、受刑者の改善更
生及び円滑な社会復帰並びに刑事司法分野の一層の国際
協力を図ろうとする制度です。
　我が国においては、受刑者の移送に関する条約等に基
づき、条約締約国で刑の言渡しを受け服役する日本人受

刑者を我が国に移送する「受入移送」と、我が国で刑の
言渡しを受け服役する外国人受刑者をその母国等である
条約締約国に移送する「送出移送」が実施されています。
　2021 年12月末現在、移送対象となっている国は 70
か国を数え、移送実績も受入移送 10件、送出移送480
件となっています。

6 国際受刑者移送

送出移送実績

米国 64 人

英国 73 人

オランダ 52 人

韓国 47 人

（2021年12月末現在）

ドイツ 40 人

スペイン 26 人

カナダ 45 人

フランス 21 人
メキシコ 16 人

ルーマニア 9 人
イスラエル 10 人

ポルトガル 8 人

リトアニア 7 人
オーストリア 7 人

その他 55 人

総 計
480人

美祢社会復帰促進センター：
調理科（パン職人課程）

島根あさひ社会復帰促進センター：
盲導犬パピー育成プログラム

播磨社会復帰促進センター：
アニマルセラピー

笠松刑務所：
美容科（ネイリスト）
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〈付表〉 近代の刑事施設の歩み
1868 年

1872年

1881年

1889年

1890年

1899年

1908年

1931年

1933年

1946年

1948年

1969年

1972年

1976年

1980年

1982年
～ 1993年

2003年

2005年

2006年

2022年

仮刑律

監獄則並図式

第１回改正監獄則

第２回改正監獄則

監獄官練習所設立

第３回改正監獄則

監獄法

仮釈放審査規程

行刑累進処遇令

監獄法運用ノ
基本方針ニ関スル件

受刑者分類調査要綱

独立の開放的施設の設置

受刑者分類規程

法制審議会諮問

法制審議会答申

刑事施設法案国会提出

行刑改革会議提言

刑事施設及び
受刑者の処遇等に
関する法律

刑事施設及び
受刑者の処遇等に
関する法律の一部を
改正する法律

刑法等の一部を改正
する法律

　仮刑律で旧幕時代の残虐刑を応急的に改め、寛刑主義を示した。

未決・既決の区別、未決者中の初犯者と再犯者の分離、少年の懲治監収容が定められ、また、重度
の障害者及び視覚障害者や服役中の疾病で完治しない者を寛役場に収容するなどの措置を執った。

　刑名、年齢、罪質、犯数等を考慮した分離拘禁が定められ、悪風感染防止の徹底を期した。

　未決拘禁者に対して、糧食の自弁の許可等の制限の緩和、受刑者に対する優遇制度の採用等の改
革が行われた。

　監獄官吏の研修、訓練施設として設立されたもので、現在の矯正研修所及び７つの同研修支所の
前身である。

　監獄費全額国庫負担が実現し、全国監獄の処遇統一が図られた。また、治外法権の撤廃に伴う外
国人の拘禁処遇に関する規定が整備された。

　同年 3月28日公布され、同年10月1日、新刑法と同時に施行された。監獄制度の全般について、
法律の形式でしかも単行法をもって規定した世界でも先駆的立法である。また、その内容は個別処
遇を重視するとともに、独居拘禁・雑居拘禁のいずれに偏重することなく、その長所を生かすなど
の工夫をしたものとなっている。

　仮釈放のための受刑者の身上関係の審査を制度的に確立した。

　受刑者の分類を前提として、優遇の累進的付与とともに責任を加重して社会生活に適応させると
いう合目的的な受刑者処遇制度を導入した。

　第２次大戦後の混乱期に、人権尊重に関する原理、更生復帰に関する原理、自給自足に関する原
理により行刑施設の運営を行うことが示された。

　個々の受刑者について、最も適切な取扱い及び訓練の方針を確立するための科学的分類調査及び
各管区ごとの受刑者の収容分類級につき制度化した。

　交通関係受刑者を集禁する開放的施設を設置した。

　分類級、判定基準の全国統一、各管区ごとの分類センターの設置等分類制度の整備による個別的
処遇の一層の推進を図った。

　監獄法改正につき法務大臣が法制審議会に対し諮問した。

　法制審議会が監獄法改正の骨子となる要綱を法務大臣に答申した。

　刑事施設法案を３度にわたり国会に提出したが、いずれも衆議院の解散により廃案となった。

　名古屋刑務所における受刑者死傷事案を契機として行刑改革会議が立ち上げられ、監獄法改正を
含む様々な提言がなされた。

同年5月25日公布され、翌年5月24日施行された。監獄の名称を刑事施設に改めるとともに、刑事
施設の施設的事項（実地監査、刑事施設視察委員会などに関する事項等）と、刑事施設に収容されて
いる受刑者の処遇に関する事項について監獄法の規定を全面的に改正した。

同年6月8日公布され、翌年6月1日施行された。刑事施設及び受刑者の処遇等に関する法律
において監獄法のときのまま残された未決拘禁者等の処遇について改正するとともに、刑事施設
及び受刑者の処遇等に関する法律の名称を「刑事収容施設及び被収容者等の処遇に関する法律」に
改めた。

同年 6 月 17 日公布された。刑事施設に関係する内容としては、懲役及び禁錮を廃止して拘禁刑を
創設する刑法改正のほか、刑事収容施設及び被収容者等の処遇に関する法律において、被害者等の
心情等の聴取・伝達制度が定められたことなどがある。拘禁刑に関係する部分は 2025年 6月まで、
それ以外は 2023年 12月までに施行される予定である。
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